
国立環境研究所（ＮＩＥＳ）の災害環境研究の ”いま ” をお伝えします。

　平成 30 年 11 月 18 日に郡山市役所にて「国立環境研究所福

島支部・郡山市出前講座～持続可能な地域環境づくりを目指して

～」を開催しました。国立環境研究所が進める災害環境研究の概

要を説明するとともに、これまで取り組んできた福島の生物・生

態系に関する研究や、郡山市と国立環境研究所で協力しながら進

めている、持続可能な開発目標 SDGs（国際連合が提唱）の達成

に向けた議論の状況等について紹介いたしました。さらに、郡山

市放射線健康管理センターの菊地宗光センター長より、郡山市に

おける放射線健康管理の現状についてご講演いただきました。当

日は郡山市と周辺の市町村から 41 名の皆様にご参加いただきま

した。来場者アンケートでは、福島で実施している災害環境研究

の現状を把握できたとのご意見を頂戴するとともに、成果を社会

へ還元していくことの必要性に関するご指摘等をいただきまし

た。

　平成 30 年 12 月 21 日に三島町交流センター山びこにて「国立

環境研究所出前講座・三島町町民講座　森林資源を活用した再生可

能エネルギーへの挑戦」を開催しました。三島町での出前講座は昨

年度に引き続いて２度目です。国立環境研究所が三島町において実

施している、森林資源を活かした地域づくりに関する研究の進捗を

報告しました。さらに、三島町からも関連した林業関連施策（木の

駅事業）等に関してご紹介いただきました。その後、会津自然エネ

ルギー機構の五十嵐乃里枝代表理事にファシリテーターを、矢澤源

成町長と NIES 原澤英夫理事にコメンテーターをお願いして、トー

クセッションを実施しました。当日は、天候にも恵まれ奥会津地域

の周辺町村を含めて 47 名の皆様にご参加いただきました。会場か

らも林業関係者や生活者の観点から貴重なご意見をいただくことが

できました。

郡山市と三島町で出前講座を開催しました！郡山市と三島町で出前講座を開催しました！
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　福島支部では、これまで行ってきた災害環境研究の取り組みをご紹介するとともに、地域環境の状況や将来像に
ついて地域住民の方々と意見交換を行うため、出前講座を開催しています。

郡山市出前講座 2018
～持続可能な地域環境づくりを目指して～

国立環境研究所出前講座・三島町町民講座
森林資源を活用した再生可能エネルギーへの挑戦

開 催 概 要

開 催 概 要

平成 30 年 11 月 18 日（日）
郡山市役所 本庁舎２階 特別会議室
13:30 ～ 16:30（受付 13:00 ～）
無料（事前申込不要）
国立環境研究所福島支部
郡山市　　　　　福島県、日本原子力研究開発機構

平成 30 年 12 月 21 日（金）
三島町交流センター山びこ
14:00 ～ 16:00　( 受付 13:30 ～ )
無料（事前申込不要）
国立環境研究所・三島町
福島県、環境省 福島地方環境事務所、奥会津五町村
活性化協議会、只見川電源流域振興協議会



過去の大規模化学事故過去の大規模化学事故

　自然災害や事故には、様々なタイプのものが存在し、そ　自然災害や事故には、様々なタイプのものが存在し、そ

れによって発生する物質も様々です。そのため、環境汚染れによって発生する物質も様々です。そのため、環境汚染

の原因となる化学物質を特定するのは簡単なことではありの原因となる化学物質を特定するのは簡単なことではあり

ません。私たちの研究では、過去に起きた工場等からの化ません。私たちの研究では、過去に起きた工場等からの化

学物質の放出事故（ここでは「化学事故」という）を調査学物質の放出事故（ここでは「化学事故」という）を調査

し、類似点や相違点を解析することによりこれらの事故のし、類似点や相違点を解析することによりこれらの事故の

類型化を目指しています。ここでは、過去に起きた事故に類型化を目指しています。ここでは、過去に起きた事故に

おいて、どのような物質が問題となったのかをいくつか紹おいて、どのような物質が問題となったのかをいくつか紹

介したいと思います。介したいと思います。

　最も有名な例として、1984 年のポパール（インド）に　最も有名な例として、1984 年のポパール（インド）に

おける農薬工場の事故が挙げられます。この事故では、メおける農薬工場の事故が挙げられます。この事故では、メ

チルイソシアネートという極めて毒性の高い物質が周辺地チルイソシアネートという極めて毒性の高い物質が周辺地

域に放出され、中毒により多くの人が命を落としました。域に放出され、中毒により多くの人が命を落としました。

この物質は環境への残留性は高くありませんでしたが、事この物質は環境への残留性は高くありませんでしたが、事

故直後の曝露の影響により、多くの人が後遺症に悩まされ故直後の曝露の影響により、多くの人が後遺症に悩まされ

ています。一方で、工場敷地内に残された塩素系の農薬やています。一方で、工場敷地内に残された塩素系の農薬や

水銀などが、周辺環境の土壌・地下水の汚染源になってい水銀などが、周辺環境の土壌・地下水の汚染源になってい

るといわれており、今なお継続的な調査が行われています。るといわれており、今なお継続的な調査が行われています。

　近年の例として、2015 年の天津（中国）の危険物倉庫　近年の例として、2015 年の天津（中国）の危険物倉庫

における爆発事故があります。保管されていた約 130 種における爆発事故があります。保管されていた約 130 種

類の化学品（総貯蔵量約 1 万トン）が放出され、環境汚類の化学品（総貯蔵量約 1 万トン）が放出され、環境汚

染が生じました。周辺の大気からは、事故後一か月間に、染が生じました。周辺の大気からは、事故後一か月間に、

複数の物質（二酸化硫黄、シアン化水素、硫化水素、アン複数の物質（二酸化硫黄、シアン化水素、硫化水素、アン

モニアガスなど）において職業上の曝露基準値を上回る値モニアガスなど）において職業上の曝露基準値を上回る値

が測定されました。水域に関しては、半径約 2km 圏内のが測定されました。水域に関しては、半径約 2km 圏内の

河川や地下水において、シアン化物による汚染が測定され河川や地下水において、シアン化物による汚染が測定され

ました。また、現場付近の土壌からは国の基準の対象物質ました。また、現場付近の土壌からは国の基準の対象物質

であるシアン化物やヒ素（それぞれ最大で基準値の 31 倍、であるシアン化物やヒ素（それぞれ最大で基準値の 31 倍、

23.5 倍）が検出され、除染対応などが行われました。23.5 倍）が検出され、除染対応などが行われました。

身の回りの化学事故身の回りの化学事故

　ここまで紹介したような大規模な化学事故は稀ですが、　ここまで紹介したような大規模な化学事故は稀ですが、

小規模な事故であれば、私たちの身の回りでも頻繁に起き小規模な事故であれば、私たちの身の回りでも頻繁に起き

ています。ています。

　厚生労働省が公表している資料　厚生労働省が公表している資料 (1)(1) では、毒物または劇では、毒物または劇

物として指定されている化学物質の漏洩事故が毎年 50 ～物として指定されている化学物質の漏洩事故が毎年 50 ～

100 件程度報告されています。また、危険物施設の火災100 件程度報告されています。また、危険物施設の火災

及び流出事故についても増加傾向にあり（図及び流出事故についても増加傾向にあり（図 (2)）、平成 27、平成 27

年中には 580 件（火災 215 件、流出 365 件）の事故が年中には 580 件（火災 215 件、流出 365 件）の事故が

報告されています。報告されています。

化学事故への対応化学事故への対応

　毒物や劇物、危険物などは、その毒性や危険性がよく知　毒物や劇物、危険物などは、その毒性や危険性がよく知

られており、緊急時の対処についても、消防・救急分野でられており、緊急時の対処についても、消防・救急分野で

体制が整備されてきました。一方で、事故時には、工場等体制が整備されてきました。一方で、事故時には、工場等

での取扱物質やその反応物質が大量に環境中に放出されるでの取扱物質やその反応物質が大量に環境中に放出される

可能性があり、低毒性とされている物質を多量に摂取した可能性があり、低毒性とされている物質を多量に摂取した

り、人体への有害性が十分に知られていない物質に曝露さり、人体への有害性が十分に知られていない物質に曝露さ

れる可能性があります。長期的な視点で見た時に、このよれる可能性があります。長期的な視点で見た時に、このよ

うな物質が何らかの健康被害を及ぼす可能性はゼロではあうな物質が何らかの健康被害を及ぼす可能性はゼロではあ

りません。災害や事故が起きた時の化学物質による環境汚りません。災害や事故が起きた時の化学物質による環境汚

染に対する取り組みは現状では限定的であり、その方法や染に対する取り組みは現状では限定的であり、その方法や

体制は十分に確立されているとはいえません。体制は十分に確立されているとはいえません。

　私たちの研究では、大小様々な規模・種類の化学物質関　私たちの研究では、大小様々な規模・種類の化学物質関

連事故の解析を実施し、環境に関する視点から、各時点に連事故の解析を実施し、環境に関する視点から、各時点に

おいて取るべき行動を考えることで、将来の災害への備えおいて取るべき行動を考えることで、将来の災害への備え

としたいと考えています。としたいと考えています。

参考文献参考文献

（1） 厚生労働省 医薬・生活衛生局化学物質安全対策室毒（1） 厚生労働省 医薬・生活衛生局化学物質安全対策室毒

物劇物に関する事故情報・統計資料物劇物に関する事故情報・統計資料

　    http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/

dokuindex.htmldokuindex.html

（2）消防庁　平成 28 年版消防白書（2）消防庁　平成 28 年版消防白書

災害や事故によってどんな化学物質が発生するの？災害や事故によってどんな化学物質が発生するの？

おしえて、しぶしぶ君！

図　国内の危険物施設における火災及び流出事故発生件数
( 平成 28 年版消防白書附属資料(2)を基に作成 )

環境リスク・健康研究センター リスク管理戦略研究室環境リスク・健康研究センター リスク管理戦略研究室
（兼）福島支部　災害環境管理戦略研究室　研究員　小山陽介（兼）福島支部　災害環境管理戦略研究室　研究員　小山陽介

http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html
http://www.nihs.go.jp/mhlw/chemical/doku/dokuindex.html
http://josen.env.go.jp/chukanchozou/action/investigative_commission/pdf/volume_reduction_170424.pdf 
http://（2）


新地町における地域連携研究新地町における地域連携研究

　福島県新地町は震災後の復興の過程で、地域の再生に向け　福島県新地町は震災後の復興の過程で、地域の再生に向け

た市民の活力と情報通信技術を結びつけた「スマート・ハイた市民の活力と情報通信技術を結びつけた「スマート・ハイ

ブリッドタウン構想」を掲げ、2011 年 12 月に内閣府の環ブリッドタウン構想」を掲げ、2011 年 12 月に内閣府の環

境未来都市に選定されました。そしてこの構想の実現に向け境未来都市に選定されました。そしてこの構想の実現に向け

て国立環境研究所との協議を開始し、2013 年 3 月には新地て国立環境研究所との協議を開始し、2013 年 3 月には新地

町と国立環境研究所の間で連携・協力に関する基本協定を締町と国立環境研究所の間で連携・協力に関する基本協定を締

結しました。私たちは、この協定に基づいて、学術的な立場結しました。私たちは、この協定に基づいて、学術的な立場

から支援を行ってきましたから支援を行ってきました (1)(2)。こうした復興計画の一環とこうした復興計画の一環と

して、津波の被害を受けた JR 新地駅周辺の市街地復興整備して、津波の被害を受けた JR 新地駅周辺の市街地復興整備

において、環境に配慮した地域エネルギー供給を行う準備がにおいて、環境に配慮した地域エネルギー供給を行う準備が

進められています（下図）。さらに、この地域エネルギー供進められています（下図）。さらに、この地域エネルギー供

給を運営するために設立された新地スマートエナジー株式会給を運営するために設立された新地スマートエナジー株式会

社と連携し、エネルギー需給を効率化したり、他の地域へ展社と連携し、エネルギー需給を効率化したり、他の地域へ展

開するため技術開発も進めています。開するため技術開発も進めています。

地域エネルギーセンターとエネルギー供給地域エネルギーセンターとエネルギー供給

　駅周辺地域に電力・熱を供給する地域エネルギーセンター　駅周辺地域に電力・熱を供給する地域エネルギーセンター

が完成しました（右写真）。周辺の施設も建設が進み、2018が完成しました（右写真）。周辺の施設も建設が進み、2018

年度中には供給を開始する予定です。新地エネルギーセン年度中には供給を開始する予定です。新地エネルギーセン

ターには、発電の排熱を暖房や給湯の温熱として利用するターには、発電の排熱を暖房や給湯の温熱として利用する

コージェネレーションシステムを導入しています。また、発コージェネレーションシステムを導入しています。また、発

電による排熱から冷熱を作る技術（ジェネリンク）を用いて、電による排熱から冷熱を作る技術（ジェネリンク）を用いて、

冷房用の冷水も周辺施設に供給します。これらのシステムを冷房用の冷水も周辺施設に供給します。これらのシステムを

活用し、機器の自動制御や自然エネルギーの導入によりコス活用し、機器の自動制御や自然エネルギーの導入によりコス

トや COトや CO2 を削減する研究を行います。さらに、COを削減する研究を行います。さらに、CO2 濃度を濃度を

高めると作物の生産性が良くなるので、発電により発生した高めると作物の生産性が良くなるので、発電により発生した

COCO2 を農業施設で利用する「トリジェネレーション」の実を農業施設で利用する「トリジェネレーション」の実

現を目指して技術開発を進めています。現を目指して技術開発を進めています。
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福島支部　福島支部　地域環境創生研究室　主任研究員　平野勇二郎地域環境創生研究室　主任研究員　平野勇二郎

研 究 の 現 場 か ら

図　新地駅周辺地域におけるエネルギー供給計画図　新地駅周辺地域におけるエネルギー供給計画

町役場からみた駅周辺地域．中央が建設中の JR 新地駅．
周辺は造成中（2016 年 1 月 26 日撮影）

完成した地域エネルギーセンター（2018 年 12 月 22 日撮影）

左：再建した JR 新地駅．右：JR 新地駅からみた駅周辺地域
（2017 年 2 月 22 日撮影）

左：建設中の交流センター．右：建設中の地域エネルギーセンター
（2018 年 8 月 27 日撮影）
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東京電力福島第一原子力発電所や産総研 福
島再生可能エネルギー研究所など、浜通りや
中通り地域の私たちの研究に関わる現場を見
学しました。

東北大学大学院の学生の皆さま（25 名）が
見学に来られました。

国立環境研究所出前講座・三島町町民講座「森
林資源を活用した再生可能エネルギーへの挑
戦」を三島町にて開催しました。

内閣府食品安全委員会の皆さま（7 名）が視
察に来られました。

こおりやま広域連携中枢都市圏連携協約締結
式とこおりやま広域圏フォーラムへ出席しま
した。式では郡山市長の挨拶ののち各市町村
が連携協約を結び、式後のフォーラムでは「地
方創生と広域連携」と題した講演が行われま
した。

19日

21日

23日

10日
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ホームページ
ホ ー ム ペ ー ジ で
は過去の NIES レ
ターふくしまも読
めるよ

17 日
　～
　18 日

産総研 福島再生可能エネルギー研

究所（FREA）にて太陽光パネルや

風力発電施設の見学を行いました。

（12/17 ～ 12/18）

東北大学大学院の学生の皆さまに廃棄

物管理システムに関する研究内容につ

いて説明を行いました。（12/19）

 三島町出前講座のトークセッショ

ンでは出席者の方から質問やご意見

をいただきました。（12/21）

福田支部長から内閣府食品安全委員会

の皆さまに福島支部の全体説明を行い

ました。（1/10）


